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発生状況の特定が困難であり 責任の所在が不明確な場合が多く トレ サビリティや食の安全に関わる問
題を有している そこで本研究では センサネットワ ク技術を用いたリアルタイム温湿度計測システムを
開発し コンテナによる長期海上輸送における空調状況を衛星通信とインタ ネット経由で監視する簡易技
術を開発した このシステムを実際のコンテナに搭載し 年 月の期間 東京 ドバイ航路にて実
証実験を行った その結果 シンガポ ル港における積み替え時においてコンテナ内部の異常な温湿度上昇
を検知するなど 提案するシステムが異常検知に効果的であることが確認できた しかし イリジウム衛星
によるデ タ通信では通信エラ が連続して発生する場合もあり 対策が必要なことを確認した
コンテナ リアルタイム監視 センサネットワ クシステム 衛星通信
同で船荷のコンテナを追跡するシステム
の実証実験を行ってい
少子高齢化時代を迎えたわが国では 農水産物マ ケッ る この技術は 荷主の倉庫で タグを取り付けた後
トが縮小し一次産業従事者の所得減少と産業維持力の低下 港を経由して目的地に到着するまでの位置情報などをリア
が危惧されている 一方 人口増加やグロ バル化により
海外マ ケットは今後拡大するであろうとの観測から 農 社 米国 が開発した専用 タグ と と呼
林水産省は農水産物や加工食品の新たな販路拡大を目的に ばれる機器を使用している タグは 全地球測位
海外輸出促進事業を展開している これを受け 平成 システム の測位機能 モ ション センサ ログ自動
年頃より農水産物の輸出額は 以上の高い伸び率を示 記録機能などを備えるとされており トレ サビリティに
しており 加工品のみならず原材料としての農水産物の輸 おける新規技術として期待されている しかしながら こ
出も活況を呈してきている れら技術は未だ開発途中であり信頼性に関する検証が始
輸出増加に伴いコンテナ需要は世界的に高まっており まったばかりである 国土交通省の実証実験は 年
月から実施 また 同様の取り組みとしてコンテナ自体に
フィ トコンテナ換 センサを組み込み遠隔操作により設定温度変更を可能にす
算の個数 に達し 昨今のアジア地域の経済発展に伴い国 る機能を付加したロボットコンテナ技術 や 加速度セン
サにより振動を計測し果物の商品価値に影響を与える状況
水産物の輸送には冷凍コンテナを用いる場合が多いが 船 を解析し輸送環境を改善するための研究なども行われてい
舶への積み替え時における電断などによりコンテナ内部の る しかし こうした研究開発や実用化の提案では 一般
急激な温湿度変化による荷傷み発生が危惧されるなど 温 的に機材が高価であり更なるコスト削減が望まれている
度管理や湿度管理が重要であるとされている また近年 このため システムに導入される機材は特注品ではなく低
モ ダルシフトにより二酸化炭素排出削減など環境負荷に 価格の市販品を流用できることが望ましい そこで本研究
配慮し トラック 鉄道 船舶を組み合わせた輸送が増加 では コンテナ内部状況を監視するために多種多様なセン
してきており 積み替えによる荷傷み発生回数も増加する サを自由に導入可能なセンサネットワ クを実現するた
ものと予想される しかし 内部状況変化を把握できない め 筆者らが開発した汎用センサプラットフォ ム を用
限り荷傷みの発生状況や原因を特定することはできない いたコンテナ内部状況監視システムを開発することとし
この対策のため 近年 コンテナ内部状況をリアルタイム た また コンテナ内部監視では 可能な限りリアルタイ
監視するための技術開発や研究が盛んである 例えば 国 ムに情報を取得することが望ましい これは デ タロ
土交通省はアメリカ合衆国 国土安全保障省 と共 ガ 形式のセンサのように 後日 コンテナ内部の異常を
畑中勝守 和田雅昭 戸田真志 鈴木充夫
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汎用センサプラットフォ ム マイクロキュ ブとイ
リジウム通信衛星用制御装置の写真
コンテナ内部に設置した温湿度センサ写真
左 制御部 右 センサ部
クセスし計測デ タをデ タベ スに格納する デ タベ
め インタ ネット上に デ タベ スサ バを構築し
群は 言語を用いて独自開発した また
を採用する マイクロキュ ブは 製 マイコ
確認するのではなく 迅速に異常を知り 異常があれば直
ちに輸送を請け負う業者へ連絡し対応を要求するなどの利
















フォ ムとして 筆者らが開発した マイクロキュ ブ
ンを に持つ ボ ドと 各種センサのインタ
フェ スに対応可能な拡張ボ ドを組み合わせるスタッカ
ブル型ボ ドコンピュ タとして構成されている 拡張
ボ ドにはシリアルポ ト ポ ト ポ
トなどが用意されており あらゆる種類のセンサと接続可
能な仕様になっている また ボ ドの組み込みソフ
トウエアにはオ プンソ スの プロトコルス
タックを実装しており その仕様はホ ムペ ジにて公開
している このため 先行する他の研究開発によるシス
テムのように 仕様変更が困難なことや特殊仕様による高
コストなどの問題点を軽減できる特徴を有している イクロキュ ブの写真を 図 にコンテナ内部に設置した
本研究で開発したセンサネットワ クシステムでは 有 温湿度センサの写真を 図 に実験に使用したコンテナと
線 にてマイクロキュ ブとセンサを接続し コンテ その外部に設置したイリジウムアンテナおよび アン
ナ内部情報を取得する これは 必要に応じ仕様変更が可 テナの写真をそれぞれ示す なお 図 のアンテナは コ
能な柔軟なセンサネットワ クとするためであり 今回は ンテナにとっては規格外の突起物であり 積み替え時など
ネットワ ク対応型の温湿度センサのみを用いて試作した に破損が懸念される しかし 日本国内で利用が認可され
が ネットワ ク対応でないセンサであっても 別途マイ ているアンテナ仕様には 例えばパッチ型アンテナなどの
クロキュ ブを用意しセンサに接続することで容易に ような薄く平らな形状のものがないため 図 のようにコ
に組み込むことができる また によりコンテ ンテナ外部壁面に鉄板を溶接しアンテナを設置した
ナ位置 緯度 経度 ならびに計測時刻を取得する仕様と 一方 送信されたデ タを蓄積し管理や監視を行うた
した これは コンテナ位置がリアルタイムに把握できる
ことで 積替えなどによりコンテナ内部環境が劇的に変化 た 電子メ ル形式で送られたデ タは イリジウムの電
するであろう状況が位置情報から推測できると考えたため 子メ ルサ バを経由し指定したメ ルサ バに送信され
である なお 電断への対策として無停電電源装置 るが デ タベ スサ バは 分間隔でメ ルサ バにア
を導入した
センサにより取得された情報は マイクロキュ ブによ スサ バはコスト削減を図るため
り電子メ ルとして送信される その際 デ タ通信には と のオ プンソ スを用いて構築し デ タ収集
海上輸送を想定しイリジウム通信衛星システムを用いた や蓄積された情報を で確認するためのソフトウエア
また デ タ送信間隔は リアルタイム性を考慮し 分に
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う 輸送会社に依頼した 表 に 実験により得られたイ
リジウムデ タ通信の通信エラ 発生状況を示す 表 よ
り イリジウムによるデ タ通信のエラ は 程度と高
いが 海上などコンテナの天空が見通せる場所では大きな
障害とならないことを確認した また デ タ送信間隔は
分であったため平均的には 時間に 回以上デ タ通
信が可能であったと考えられる なお デ タを確認した
ところ 平均デ タ送信時間間隔は 分 秒 時間以
上デ タ通信が行われなかった回数は 回 デ タ通信の
最大遅延時間は 時間 分であった 通信悪化と思われ
開発し それぞれのソフトウエアは一般的な ブラウ る状況はいずれも陸上であったことから 陸上でのコンテ
ザと携帯電話にも対応させた なお これまでの本研究の ナ保管状況とデ タ通信との関係を確認する必要があり
検討から イリジウム衛星による通信ではデ タ送信から 今後の検討課題であることが分かった
受信までに要する時間は最大 秒程度であり 異常検知
をセンサ側ではなくデ タベ スサ バ側で行っても リ
アルタイム性に支障はないと考えられる これらは今回の 開発したシステムの実証実験のため 年 月 日
検討では実装していないが デ タ異常の検知と自動警告 月 日の期間にてアラブ首長国連邦ドバイ市への長
の機能はデ タベ スサ バ側にて極めて容易に構築可能 期海上輸送実験を実施した コンテナは 東京 大井埠頭
であり 本研究がデ タベ スサ バを用いる理由の一つ から国内の港 清水 名古屋 神戸 を経由し バンコッ
でもある ク シンガポ ルへと送られ シンガポ ルで積み替えら
れた後 クアラルンプ ルを経て 日後にドバイ港に送
られた この間のコンテナ軌跡を によ
り描画した例を図 に 携帯電話向けの描画例を図 に示
国際航路にて検証を行う前の予備実験として 開発した す なお この実験では コンテナに米 味噌 醤油など
システムを搭載したコンテナを用い 年 月 日 を搭載し に温度設定した 温湿度センサは冷却ユニッ
月 日の期間 横浜 苫小牧の往復航路にて実証実験 ト側壁面に 個設置し 同時にコンテナ内部の温度変化の
を実施した 図 に を用いて描画した 検証のため温度デ タロガ を 個設置した
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年 月 日 月 日のコンテナ軌跡
による携帯電話用コンテナ位置表
示の例 注 ドバイ入港直前の 年 月 日
の様子 図中の は 分間隔のコ
ンテナ位置を表す
取得されたセンサデ タ
個づつ設置した また 図 のマイクロサ バとは
況監視の意義が確認できた また図 では 設定温度が
示す 図のように 次元的な温度分布を検証するため 温





湿度のグラフを示す 図 に示すとおり 二つのセンサに
差異はほとんど見られないものの 温度 湿度とも一日に
回程度激しく変動している これは 冷却ユニットの問
題であったことが後日判明したが モニタリングにより冷 留置された後 再度港に運ばれ積載された様子がうかがえ
却ユニットの性能特性を知ることができ コンテナ内部状 る 以上から によるトラッキングもまたコンテナの
状況を推測する上で有効な情報であることがわかる な
であるにもかかわらず 年 月 日に室温が お を搭載したため数時間程度の電断はシステムの
まで急上昇している これは シンガポ ルにおいてコン 動作に支障が無いことが確認でき また 電断による異常
テナの積み替えが行われ一時的に電断があったためであ は 時間程度と短時間であったため コンテナに積載され
る 図 は によるシンガポ ル港の衛 た食料品に荷傷みなどの被害は発生しなかった
星写真であり 白線は入港時 月 日 から出港時 温湿度センサの検証のため 図 のように温度ロガ を
月 日 までのコンテナ軌跡を表している 図 の軌跡が 次元的に設置し温度を記録した 温度ロガ の記録と温
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と同様 温度ロガ の記録にもシンガポ ルにおける異
常温度上昇が記録されていたため コンテナ内部の 次元
的な温度分布について詳細な分析を行った 図 は 月
日 までの 分間の温度等値面
の時間変化を可視化ソフト 社
製 により 次元的に描画したものである 図 より 外
気と思われる高温の空気が冷却ユニット側の壁面上部から
流入し 時間の経過とともにコンテナ全体に伝搬したこと で と国内予備実験よりも悪い結果となった 特に シ
が分かる 図 の温度分布の状態では温湿度センサを設 ンガポ ルからドバイまでの間では通信エラ 発生率は最
置した冷却ユニット側壁面下部の温度は 程度である 大 平均で と高い これは 東京からシンガポ
が それ以降 流入した外気がコンテナ内部に行きわたり ルまでの平均エラ 発生率が であり比較的好条件で
コンテナ内部の温度が 以上に上昇したものと考えら あったと推測できることから シンガポ ルで積み替えら
れる なお 高温部分は天井部分の両極にのみ見られるが れた後のコンテナ積載位置に問題があったものと推測され
これは中央部分の温度を計測していないためである る また ドバイ港にてコンテナが降ろされた後の発生率
次に イリジウムによる通信状況の結果を表 に示す が と国内予備実験と同程度までに回復したことから
予備実験と同様 本システムを搭載したコンテナはコンテ イリジウム通信衛星を用いたデ タ送信では アンテナの
ナ船に積載する際 最上部に積載するよう輸送会社に依頼 設置も含めた通信状況向上のための検討が必要であること



























































計室 平成 年港湾統計 年報
実証実験の実施について
食品長期海上輸送のためのコンテナ内部状況 リアルタイム監視システムの開発事例








徳田正樹 廣瀬正純 川口和晃 小笠原温 椎名武夫 ナ
シ海外輸出実証試験 第 報 大分県産業科学技術セン
タ 平成 年度研究報告
和田雅昭 畑中勝守 上瀧實 ラピッドプロトタイピング
のための汎用ボ ド マイクロキュ ブ の設計と活用 情
報処理学会研究報告
和田雅昭 マイクロキュ ブホ ムペ ジ
置された期間 月 日 日 では 平均通信時間は 通信状況の把握においても課題が確認された この対策と
分程度 最大では 時間 分の遅延が発生し 時間以上 して 電界強度を測定しアンテナ設置位置の適正を再検討
通信が途絶える状況が 回発生するなど通信状況が著し するとともに 通信状況が悪化する遮蔽物との距離や間隔
く悪化した これは コンテナ留置の際 通信を阻害する なども明らかにしていきたいと考えている また 今後は
障害物がアンテナ近傍に存在したためと推測できるが リアルタイム監視の必要性を具体化するため 内部状況の
デ タ送信方法にも問題があることが分かった すなわ 異常を自動的にユ ザに警告する機能を デ タベ スシ
ち 本システムでは デ タ送信に失敗しても再送信処理 ステムにおいて開発していく所存である さらに 本提案
は行っておらず 分後のデ タ送信を待つよう設計して システムの柔軟性を活かし 荷傷みのもう一つの主要因で
いる しかし この方法では連続して送信エラ が発生し あるエチレンガス濃度測定や 加速度センサ導入による振
ても対応しないことになり問題である デ タ送信が 時 動測定を行うなど 内部状況の測定値と食品の荷傷みの関
間以上にわたり途絶える状況はリアルタイム監視とは言え 係を考察し実用化に向けた検討を継続して実施していきた
ないことから 積載する食品などの要件を加味し 一定時 いと考えている
間以上デ タ送信に失敗した際には 送信が成功するまで
繰り返しデ タを再送するエラ 処理の検討が必要であ 本研究は 農林水産省 平成 年度新たな農林水産
り 本研究における重要な今後の課題の一つであることが 政策を推進する実用技術開発事業 研究代表者 伊藤龍
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ATANAKA ADA ODA UZUKI
: Since the immediate detection of the damage to foods due to inadequate control of air
condition in container is not an easy task and responsibility for any trouble is usually unclear, the
transportation of agricultural products overseas from Japan is known to have problems concerned
with traceability and food security. In order to ﬁnd a solution to this problem, the authors have
developed a real-time monitoring system of internal air conditions of container through satellite
communication and the Internet using sensor network technologies for long-term marine transport of
agricultural products. In this paper, we report on the experiment of marine transportation to Dubai
from Tokyo in the period of November to December, . Throughout the experiment, it is validated
that the present system is one of the most cost-e ective real-time monitoring systems and the system
could successfully detect a rapid change of temperature and humidity of the container in transship-
ment at Singapore Port. However, a series of data communication errors often occurred and it was
understood that improvement in establishing stable data communication by Iridium satellite must be
one of the important future subjects of this study.
: container, real-time monitoring, sensor network system, satellite communication
By
Katsumori H *, Masaaki W **, Masashi T ** and Mitsuo S *
A Development of the Real-time Monitoring System
for Internal Air Conditions of Container for
Long-Term Marine Transport of Foods
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